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八王子市におけるサポートネットワークと暮らしの安心の基礎的分析
――2017年「第2回暮らしの安全と安心に関する市民意識調査」より――

Distribution of Social Support Networks and Sense of Security 
in Hachioji, Tokyo, 2017

内藤 準*
Jun Naito

Abstract

  In recent years, Japanese society has repeatedly experienced serious 
deprivations caused by natural disasters or socioeconomic inequalities. This has 
made people realize the importance of social support networks as a form of safety 
net in their lives. The purpose of this paper is to describe the determinants of 
people’s sense of security and the distribution of social support networks as well 
as to examine the relationship between social support networks and people’s 
sense of security in Hachioji city, Tokyo in 2017. In order to achieve this, a 
randomized sample survey was carried out in Hachioji city (Security and Support 
Network Survey 2017, SSNS2017). Statistical analyses using the data from 
SSNS2017 (N = 1608) led to the following results. First, being female, younger in 
age, employed, and having a higher household income were found to be positively 
associated with a greater size and diversity of social support networks. Second, 
social support networks, being male, and having a higher household income were 
found to improve people’s sense of security in various areas of their daily life. 
Finally, the majority of these findings were similar to those found in the SSNS2013 
(N = 1163). These results suggest that while social support networks can work 
as effective safety nets to protect people against poverty or social exclusion, 
disadvantaged people who tend to have less ties with supportive others may 
therefore not benefit from these protective buffers.
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I　はじめに 

近年、地震や津波や台風などの自然災害、厳しい不況、格差と貧困の拡大など、人びとの暮
らしの安全と安心をおびやかす出来事が、日本でもしばしば経験されてきた。1995年の阪神淡
路大震災以降でも、新潟県中越地震・中越沖地震、東日本大震災と津波、原発事故、熊本地震
などを経て、大規模災害による生活困窮が広く報道されており、2018年にも度重なる地震や台
風の被害が発生している。経済的な面でも、1990年代半ば以降の急速な非正規雇用の拡大、不
況と就職時期による境遇の格差などが経験されるなかで、不平等や社会的貧困の存在があらた
めて認識されるようになってきた（内藤 , 2018b）。それら生活上の困難に対する行政の適切な施
策や、市民自身による備えのあり方を検討するための、学術的な調査研究が必要となっている。
そこで筆者は、東京都の中核市である八王子市を対象とし、災害、健康、孤立、失業、貧困
といった生活上の不安やリスクの社会的分布、そしてその規定要因について明らかにすること
を目的に調査をおこなってきた（2013年、2017年）。これらの調査は、とくに人びとが他者との
間にもつ支援のネットワーク（社会的サポートネットワーク）に注目し、サポートネットワー
クの形成メカニズムと、他者からのサポートを人びとが実際に利用可能になる条件、そうした
ネットワークと人びとの厚生や福祉との関連を明らかにすることを目指している。また、暮ら
しのリスクや不安への人びとの対処の仕方を明らかにし、施策について検討するため、政策選
好や政治的効力感などの政治意識、投票行動などの政治参加も調査項目とした。
本稿は、2017年におこなった「第2回暮らしの安全と安心に関する市民意識調査」（以後、

2017年調査と呼ぶ）のデータをもとに、とくに生活上の不安とサポートネットワークにかかわ
る調査項目について、基礎的な分析と検討をおこなうことを目的とする。II節では、2017年調査
に関する基本的な情報を示す。III節では、主要な調査項目について説明する。IV節では、性別、
年齢、収入等の基本属性について、今回のサンプルの分布を確認する。V節からVIII節では、人
びとの暮らしの不安のあり方や、サポートネットワークの有無等について、基本属性との関連
を中心に分析をおこなう。この分析で、2017年現在の八王子市におけるサポートネットワーク
と不安についての基本的知見を得る。
分析結果の検討では、2013年「暮らしの安全と安心に関する市民意識調査」（以後、2013年調

査と呼ぶ）にも適宜言及する。2017年調査および2013年調査では、調査項目や手法の新たな試
みをおこなっているため、両調査データを比較しながら不自然な点がないか確認する。最終節
では本稿の知見をまとめ、今後の課題を示す。

II　調査設計と回収状況

「第2回暮らしの安全と安心に関する市民意識調査」（調査代表者：内藤準）は、八王子市民を
対象とする無作為抽出標本調査としておこなわれた。調査の設計と回収に関する概要は以下の
通りである。

① 調査対象者（母集団）：八王子市在住、2017年（平成29年）9月1日時点で満25歳から69歳
までの有権者。
② 標本抽出法：選挙人名簿による系統抽出。スタート番号は83ある投票区ごとにコンピュータ
を用いて無作為に発生させた。抽出は八王子市選挙管理委員会事務局において閲覧用電子端
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末からの転記によっておこなった。
③計画標本サイズ：3,000（有効抽出票：2,999）
④ 調査方法：調査は自記式調査票の郵送配布・郵送回収にておこなった。表紙・裏表紙を含め全

16ページの調査票を用いた。調査票の配布は日本郵便の普通郵便で、転居に伴う転送は不要と
した。調査票の回収は無記名の返送用封筒（料金受取人払い）でおこなった。記入用のボール
ペンと、謝礼としてQUOカード（300円分）を同封した。調査期間中に、全送付先に対して礼
状兼督促状を1回送付した。
⑤ 実施時期： 2017年11月16日から12月11日（第一次）。2018年1月18日から2月13日（第二次）。
当初発送したうち、宛先不明や転居によって不達となった分は無効抽出票とし、予備として抽
出した住所から無作為に補充して追加発送をおこなった1。追加発送は第一次調査期間中に一度
おこない（37通）、その後の返送分については年末年始を挟むため、第二次調査期間として発
送をおこなった（21通）。最終的に不達に終わった1通を除いた2,999通を有効抽出票として確
定した。
⑥回収標本サイズ：有効回収標本のサイズは、1,608（回収率53.6%）であった 2。

III　主要調査項目

１．暮らしの安全・安心とネットワークに関する項目
2017年調査では、2013年調査に引き続き、A.災害、B.病気やケガ、C.社会的孤立、D.失業、E.経

済的貧困という5つの生活上の困難に焦点を合わせた調査項目を設定した。これらの生活上の困
難が、人びとの社会経済的地位や資源、そしてさまざまな信念や態度と関連するか否かを分析す
るためである。その分析を通じて、生活上の困難に陥りやすいのはどのような人なのか、逆にそ
うした困難への備えをもち、他人からサポートを得られるのはどのような人なのか、を明らかに
する。

2017年調査では、これらの生活上の困難それぞれについて、①自分の生活における不安の程度、
②それらの困難の責任帰属、③政府による対策に関する政策選好（政府の責任を支持するか否か）、
④困難に対処するための投資行動の有無、⑤サポートを期待できる知り合いの有無（サポート源
の有無）、について回答を求めた。
サポートネットワークについては、2つの形式で調査項目を設定した。一つは上記のサポート
源の有無に関する調査項目、もう一つはネームジェネレータ形式の調査項目である。その他、社
会的ネットワークに関する項目として、さまざまな社会活動・政治活動や集団への参加を11項目、
地域におけるサポートの主観的指標とされる社会的凝集性（近隣からのサポート、近隣の結束）
について2項目設定した 3。
サポート源の有無に関する項目は、上記のAからEのそれぞれの困難について、調査対象者に

とって援助を期待できる人の有無を問うものである。より具体的には、本稿のVI節1項で説明す
る。

1 受け取り拒否による不達分は有効抽出票とし、追加発送の対象とはしていない。
2  2017年調査では、2013年調査より10ポイント以上回収率が向上した。2013年調査の回収率（38.8%、

N = 1,163）も郵送調査として低いものではないが（森岡編 , 2007: 72）、より質の高いデータを期待でき
る。調査に協力してくださった八王子市民の皆さまに、あらためて心から御礼申し上げたい。

3 社会的凝集性はSampson et al.（1997）の集合的効力感の一部であり、個人レベル・集団レベルで人び
との主観的福祉との関連が報告されている（原田 , 2017; 内藤 , 2018a）。
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ネームジェネレータでは、まず「日頃から何かと頼りにしている方や、親しくしている方」
の人数を尋ねた 4。その中から「おもな人を4人まで」想起してもらい、その人たちとの間での、
情緒的サポート（重要な事柄の相談）の授受、道具的サポート（経済的な援助）の授受、相手
同士の関係の有無、相手の基本情報（被調査者との間柄、年齢、性別、接触年数、仕事、教育
など）について回答を得た 5。
本稿では、これらの暮らしの安全・安心とサポートネットワークに関する項目のうち、暮ら
しの不安、サポート源の有無について分析する。

２．態度・信念・意識等に関する項目
2017年調査では、人びとの暮らしの不安やネットワークの分布をどのようなメカニズムが規
定し、いかなる社会的帰結がもたらされるかを明らかにするため、さまざまな態度、信念、意識、
主観的福祉に関する調査項目を設定している。具体的には、生活満足度（生活全般、地域生活）、
幸福感、主観的健康（全般的、心理的）、階層帰属意識、信頼（一般的、特定化）、利他性、協
力傾向、個人主義などについて、それぞれ複数の項目で測定した。また、暮らしの安全や安心
に対する人びとの政治参加等を分析するため、先述した政策選好や投票行動などのほか、政治
的効力感、制度や集団への信頼に関する調査項目を設定している。
これらの意識・態度等に関する項目は、第一に、人びとの社会経済的資源やサポートネットワー
クによってもたらされる帰結として、第二に、資源分配やサポートネットワークの形成を規定
するメカニズムの要因として、2方向での探究をおこなう。

IV　基本属性の分布

2017年調査は以上のように豊富な内容を含んでおり、一度にすべてを扱うことはできない。
分析の端緒となる本稿では、暮らしの不安とサポートネットワークをめぐる基礎的な分析をお
こなう。はじめに本節で、得られたサンプルの基本属性として、性別、年齢、収入の分布を確
認し、次節からはサポートネットワークや不安との関連を分析する。なお、無回答を除くため
項目ごとに集計の合計数は異なる。

１．性別と年齢
まず、性別の分布を確認する（表1）。性別については男性が44.8%、女性が55.2%となってお
り、女性の比率が高かった。同時期の住民基本台帳と比較すると、男女の比率が逆転しており、
これは2013年調査でも同様であった。

4 内藤（2017）が分析したSSP調査の質問項目から、一部改変したものを用いた。
5 ネームジェネレータについては、Knoke and Yang（2008）や平松ほか（2010）を参照されたい。なお、

2013年調査ではネームジェネレータで扱うサポートを経済的援助の1種類とし、最大人数を3名として
いたが、2017年調査では相談と経済的援助の2種類のサポートを設定し、最大4名とした。これは、援
助にかかる経済的コストの影響を調べるため、またネットワーク密度などの指標の実用性を高めるた
めである。
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表1　性別の分布

718 885 1,603

44.8% 55.2% 100.0%

167,208 158,340 325,548
2017 9 51.4% 48.6% 100.0%

2

次いで、年齢の分布を確認しよう（表2）。男女の合計について、同時期の住民基本台帳と比較
すると、2017年調査で回収されたサンプルは50歳未満の割合が小さく、とりわけ60歳以上の高
年齢層にかなり偏っている。男女別でみた場合、この偏りはとくに男性に顕著にみられた。これ
らも2013年調査と同様であった。

表2　年齢の分布 6

25-29 30-39 40-49 50-59 60-69

32 100 167 177 240 716

4.5% 14.0% 23.3% 24.7% 33.5% 100.0%

46 146 225 219 240 876

5.3% 16.7% 25.7% 25.0% 27.4% 100.0%

78 246 392 396 480 1,592

4.9% 15.5% 24.6% 24.9% 30.2% 100.0%

15,328 33,616 45,515 36,733 36,016 167,208

9.2% 20.1% 27.2% 22.0% 21.5% 100.0%

13,268 30,618 42,199 34,435 37,820 158,340

8.4% 19.3% 26.7% 21.7% 23.9% 100.0%

28,596 64,234 87,714 71,168 73,836 325,548

8.8% 19.7% 26.9% 21.9% 22.7% 100.0%

2
2017 9 1

2017 9

このように本調査のサンプルを住民基本台帳と比較すると、回収票が女性と高年齢層に偏った
ものとなっていた。これは多くの社会調査で共通にみられる傾向であるが、こうした傾向が生ず
るのは、男性の方がフルタイムの有職者であることが多く、定年退職する前の年齢層では、多忙
や不在により回答率が低くなるためだと考えられる。

２．収入の分布
次いで、収入の分布を確認しよう。本調査では、2013年調査に比べ、低収入のカテゴリーを
細分化することを試みた。これは、従前のカテゴリーでは、とくに低収入層が多い女性について、
収入の違いやその効果が捉えられなくなってしまうためである。具体的には、2013年調査で「な
し」「100万未満」「100-130万未満」だったところを、「なし」「80万未満」「80-103万未満」
「103-130万円未満」としている。

6 本稿で使用する年齢変数はこの表のみサンプリング時点での年齢とし、その他は調査期間中の2017年
11月30日時点での年齢としている。
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表3　収入の分布

9.2% 2.3% 15.0% 0.6%

80 9.5% 3.0% 15.0% 0.9%

80 103 8.7% 1.4% 14.8% 0.4%

103 130 5.4% 1.7% 8.4% 1.1%

130 200 8.2% 6.1% 9.9% 3.0%

200 300 16.6% 18.4% 15.2% 9.4%

400 300~500 19.1% 24.2% 14.8% 19.3%

600 500 700 10.2% 17.2% 4.4% 20.2%

800 700 900 6.1% 11.5% 1.5% 18.3%

1000 900 1100 3.6% 7.8% 0.1% 11.0%

1200 1100 1300 1.7% 3.1% 0.5% 7.2%

1500 1300 1700 0.8% 1.3% 0.4% 5.5%

1900 1700 2100 0.4% 0.9% 0.0% 1.6%

2100 0.5% 1.0% 0.0% 1.5%

% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

N 1,544 702 842 1,396

表3には本人収入と世帯収入の分布を示した。まず全体の本人収入の分布を大まかに分けてみ
ると、もっとも多いのは「400万円くらい（300～500万円未満）」の19.1%であるが、その次に
大きな層は最低収入層となる（「なし」が9.2%、「80万円未満」と「80～103万円未満」をまと
めて18.2%）。このように2つの層が大きくなるのは男女で分布の形状が異なるためであり、男性
の方が高い収入を得ている人が多く、女性の方が収入が少ない人が多い。これは周知の通り、男
性がフルタイム労働者として家計支持的な収入を得る一方、女性は専業主婦や家計補助的な収入
を得る非正規労働者が多いことによる（本調査の103万円未満、130万円未満という区分はそれ
を捉えるためのものである）。生活上の多くのものが市場を通じて供給され、暮らしの安全を支
える資源として貨幣がもっとも重要なものであることを考えれば、この点において女性は男性よ
りも脆弱な立場におかれやすいことが分かる 7。
世帯収入は「600万円くらい（500～700万円未満）」の割合がもっとも大きく、男女別でみる
と女性の方が低収入、男性の方が高収入が多いものの、基本的な分布の形状は男女で分けても変
わらない（男女別の表は割愛）。これは有配偶者などの男女同居世帯が多いためであり、世帯収
入によって規定される生活状況については、本人収入のような大きな男女差はみられないことに
なる 8。

7 ただし、2013年調査と比べると（内藤 , 2014: 38）、男性は「400万円くらい（300～500万円未満）」が
5.7ポイント減少し「200～300万円」が4.6ポイント増加している。他方、女性は「なし」が4.4ポイン
ト減少し、「200～300万円」が2.8ポイント、「400万円くらい（300～500万円未満）」が2.7ポイント
増加しており、この間に収入の分布の男女差が若干縮まった可能性はある。

8 例えば、世帯単位の暮らしに強く規定されるものに生活満足度などがある。他方、内藤（2012）や
Naito（2007）は、被調査者の自己評定による「主観的自由」には、男女の本人収入の違いが反映され
ることを指摘している。
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V　暮らしの安心：不安の分析

１．生活上の不安の基本的分布
本節では、前節で確認した基本属性としての性別、年齢、収入と、「暮らしの安心」との基本
的な関連について検討する。まず、暮らしの安心の裏返しとして、A.災害、B.健康、C.孤立、D.失
業、E.貧困について、不安の有無の分布を確認する。そのうえで、性別、年齢、収入などの基本
属性との関連について基礎的な分析をおこなう。

2017年調査では、「以下の（a）～（e）の事柄について、ご自分の生活に不安を感じますか、
感じませんか」という形で、（a）災害、（b）自分や家族の失業、（c）貧困、（d）社会からの孤立、
（e）病気やケガ、について不安の有無を調べた。回答は「不安である／どちらかといえば不安で
ある／どちらかといえば不安ではない／不安ではない」の4件法である。
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図1　不安の有無の分布

分布は図1の通りである 9。図1によると「（どちらかといえば）不安である」と答えた人の割合
が最も高かったのは災害（計83.2%）、次いで病気やケガ（計79.9%）、自分や家族の失業（計
65.1%）、貧困（計56.6%）、社会からの孤立（計44.9%）の順であった。2013年調査と比べると、「（ど
ちらかといえば）不安ではない」の割合が全体としてわずかに高くなっているが（1～4ポイン
ト弱）、分布の形状はほぼ同じであった（内藤 , 2014: 40）。災害や病気など、本人にコントロー
ルできない自然が決定すると考えやすいものについて、とくに不安がもたれやすいことが分かる。

２．性別と不安
以下では、不安と基本属性との関連を分析する。その際、個々の不安ごとではなく、「不安の
ある領域数」の変数との関連を検討する。この変数は、災害から貧困までの5つの領域について、
「（どちらかといえば）不安である」を1、「（どちらかといえば）不安ではない」を0とし、合計
したものである。上記5つの領域のうち、「不安」と答えた領域の数を示しており、暮らしの不
安の総合的な状態を把握できる。
図2は、性別ごとに不安のある領域数の分布をみたものである。ここからは、女性の方が不安
のある領域数が多く、男性の方が少ない傾向があることが分かる。これは2013年調査でも基本

9 ケース数は以下の通り。災害 N = 1,590、病気やケガ N = 1,600、社会からの孤立 N = 1,602、自分や家
族の失業 N = 1,570、貧困 N = 1,588。
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的に同様であった。ただし2013年調査と比べると、男性の不安の分布はほぼ変わらない一方で、
女性は「5」が5.1ポイント、「4」が2.8ポイント減少し、「0」が4.3ポイント、「1」が3.6ポイン
ト増加しており、性別と不安との関連はやや弱くなっていた（内藤 , 2014: 41）10。

図2　性別と不安のある領域数のクロス表 11

３．年齢と不安
次いで、不安と年齢との関連を検討する。災害時の避難や健康や運動能力などで高齢者の方が
弱者であるとすれば、不安も多くなると予想できる。だが、不安のある領域数についてみた場合、
年齢の増加との明確な関連をみることはできない。最高年齢層の65歳以上において「0」が他の
年齢層より高い比率を示すことや 12、年齢と不安との明確な関連がないことは、2013年調査でも
同様の結果となっている。

図3　年齢と不安のある領域数のクロス表 13

10 個別の領域ごとに関連をみても、2013年調査ではすべての領域で性別と不安に関連があったのに対し、
2017年調査ではサンプルサイズが大きくなったにもかかわらず「病気やケガ」と「貧困」について統計
的に有意な関連はみられなかった。

11 女性 N = 867、男性 N = 709、カイ二乗 = 14.016、自由度 = 5、p < 0.05。
12 高齢者層は自分自身の失業の不安がなくなる人も多いため、「失業」を取り除いた変数でも分析をおこ
なったが、同様の結果だった。

13 25-39歳 N = 312, 40-49歳 N = 395, 50-59歳 N = 387, 60-64歳 N = 189, 65-69歳 N = 284、カイ二乗 = 
30.035, 自由度 = 20, p = 0.069.
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４．収入と不安
他方、代表的な社会経済的資源である収入には、生活上の不安との明確な関連がある。図4は、

4分位でカテゴリー化した等価世帯収入と 14、不安のある領域数との関連をみたものである。明ら
かに、収入が高くなるほど、不安のある領域数が減っていく傾向があることが分かる。これは内
藤（2014: 42-3）が分析した本人収入と不安との関連と同様の結果であった。また各領域を個別
にみても、すべての領域について収入が高いほど不安だとする回答が減る統計的に有意な関連が
あった（表は割愛）。

図4　等価世帯収入（4分位）と不安のある領域数のクロス表 15

今日の日本社会では、経済的資源があればさまざまな困難に対処する手段を購入できることか
ら、収入が低い階層であるほど生活上のさまざまな不安に見舞われるということ自体は、まった
く「当たり前」のことだと考えられる。しかし、誰もが安心して暮らせる社会を構想し、その実
現のための政策を検討する際には、この「当たり前」の事実を、「問題なし」とすることはでき
ないだろう。
本節では、2017年調査の主題である「暮らしの安全と安心」のうち、安心に関して、性別、年
齢、世帯収入という基本的属性との関連を調べた。「不安のある領域数」を用いた分析の結果、
女性の方が不安のある領域数が多く、世帯収入が少ないほど不安のある領域数が多いことが分
かった。一部不安の分布に変化はみられるものの、これらは2013年調査とも基本的に共通する
結果であり、収入や性別と、暮らしの安心（不安）との関連が安定的に存在していることが確か
められた。

VI　暮らしの安全：サポートネットワークの分析

１．サポート源の基本的な分布
前節では、暮らしの安心（不安）に関する基本的な検討をおこなった。だがこれは人びとの主
観的な安心感（不安感）であり、彼／彼女らが生活上の困難に陥りやすいか、実際に陥ったとき
に助けを得られるかといった、客観的な「暮らしの安全」については、分けて検討する必要があ

14 世帯収入を世帯人数の平方根で除したもの。
15 0-245万円 N = 345、245-358万円 N = 338、358-566万円 N = 390、566-2192万円 N = 297、カイ二乗 = 

73.727、自由度 = 15、p < 0.001。
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る。
2017年調査では2013年調査に続き、暮らしの安全の重要な指標として、社会的サポートネッ
トワークに関する調査項目を設定した。例えば、今日の日本社会において収入や資産等の経済的
資源はもっとも重要な資源であり、それらが少ない人は容易に生活上の困難に陥る危険がある。
だがそれでも、彼／彼女は自分が保有する他者との社会関係から、困難に対処するためのサポー
トを得ることができるかもしれない。このように、他者とのつながりから得る資源（社会関係的
資源）の有無は、人びとが社会から排除された状態に陥るか否かを左右する重要な要因だと考え
られる。
そこで2017年調査では、以下の5つの生活上の困難に関して、サポートを期待できる他者の有
無をたずねた。

A.災害（災害で家を失ったとき避難場所を提供してくれそうな人の有無）
B.健康（病気やケガのときに家事や介助を頼める人の有無）
C.社会的孤立（重要なことを話したり悩みを相談できる人の有無）16

D.失業（仕事を探す必要ができたとき、紹介してくれそうな人の有無）
E.貧困（お金を借りる、ものをもらうなど経済的な援助について頼れる人の有無）

これらの生活上の困難に関して頼れる人がいるかどうか、（1）仕事上の知り合い、（2）近所・
団体・サークルの知り合い、（3）学校時代の知り合い、（4）その他の知人・友人・恋人など、（5）
別居の家族・親族、（6）同居の家族・親族、（7）そのような人はいない、の中から複数回答で選
んでもらった 17。
そのうえで、（1）～（6）について選択されたら1、選択されなかったら0とし、合計すると、

生活上の困難それぞれについて期待できる「サポート源の数」の変数が得られる 18。また、それら
を「親族」「非親族」に分けてカテゴリー化すれば、サポート源が親族のみか、非親族も含むか
という意味で「サポート源の幅」を表す変数を作ることができる。以下では、内藤（2014）に合
わせて、この意味でのサポート源の幅に着目し、その分布や基本的属性との関連を確認しよう。
図5は、ＡからEの領域ごとにサポート源の有無の分布を示している。頼れる相手が誰もいな
い「なし」の割合を確認すると、D.求職時の仕事紹介（35.6%）、E.経済的援助（22.2%）、A.災
害時の避難場所（10.5%）、B.病気やケガ時の家事介助（8.8%）、C.重要事の相談（7.2%）の順で
あった。2013年調査と比較すると、「なし」はどの項目でも若干増えているが（2～4ポイント弱）、
ほぼ同じ程度の割合を維持していた。すなわち、D.求職時の仕事紹介とE.経済的援助を除き、
約9割以上の人びとは何らかの頼れるサポート源をもっていることが分かった。

16 相談相手の有無を「社会的孤立」に関するサポートとしたのは、例えば石田光規（2011）がJGSS調査
データの相談ネットワークから「孤立」を定義したことに倣っている。ただし、仮に「重要事の相談相
手」をもたないとしても他の領域についてはサポート提供者をもちうるから、ここでいう「社会的孤立」
は身の回りの他者との援助関係を全く持たないことは意味していない。いかなる状態を孤立と呼ぶべき
かについては、別途考察が必要になるだろう。

17 （7）は、一人も該当者がいない場合と、無回答とを識別するために設定した。2013年調査では1～6そ
れぞれについて「いる／いない」で回答を求めていたため、回答の仕方は両調査で大きく異なったもの
となっている。この変更による分布への影響については今後の検討が必要になる。

18  1～6に該当する人数は分からないため、正確なネットワークサイズ（知人の人数）とは異なる。ただ
し回答にあたっては、一人の知人が複数の間柄に重複しないよう求めているため、サポート源の数と知
人の人数には高い相関があると考えてよいだろう。
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図5　サポート源の有無 19

しかしここで、サポート源の内訳をみてみよう。するとやはり2013年調査同様、A.災害時の
避難場所（50.8%）、B.病気やケガ時の家事介助（70.5%）、E.経済的援助（65.9%）では、非常に
多くの人びとが「親族のみ」にしか頼れないとしている。これらの領域では、親族のネットワー
クを失ったときに、周囲の支援から切り離される危険性が高いことになる。また、仕事の紹介で
「なし」の割合が大きくなってしまうのは、他と違って親族が頼りにならない領域だからだとも
考えられる。
さらに2013年調査との比較でいえば、D.仕事の紹介を除いて、「親族のみ」の割合が大幅に増
加しており（5.5～13.1ポイントの増加）、その代わりに「非親族を含む」サポート源をもつ人が
大幅に減少している（内藤 , 2014: 45）。2017年調査ではサポート源に関する質問の形式に変更が
あったため、その影響である可能性もあるが（本稿注17参照）、実際に「親族のみ」の人が増加
したのだとすれば、ますます親族ネットワークを失った際の脆弱性が高まることになり、注意を
要する。

２．性別とサポート源の有無
次に、性別、年齢、収入という基本属性と、サポート源の有無との関連を検討しよう。なお図

5から分かるように、D.求職時の仕事紹介を除き、「非親族のみ」という回答者は少なく、「非親族」
がいるケースの非常に多くは「親族と非親族」のサポート源をもっている。そこで以下では煩雑
さを避けるため、サポートの有無に関して「なし／親族のみ／非親族を含む」の3カテゴリーか
らなる変数を用いる。
表4は、性別とサポートの有無のクロス表を、AからEの領域ごとに示したものである。「不安」

については、女性の方がやや不安を多くうったえる傾向があるとされた。だがサポートの有無に
関してみると、女性の方が男性よりもサポートネットワークの形成について有利である可能性が
みてとれる。具体的には、D.仕事の紹介を除いて、男性の方が女性よりも「なし」の割合が高かっ
た（ただし、Aは統計的に有意ではない）。これらは基本的に2013年調査でも同様であった（内藤 , 

2014: 47）。

19 A.災害時の避難場所 N = 1,590、B.病気やケガ時の家事介助 N = 1,600、C.重要事の相談 N = 1,602、D.求
職時の仕事紹介 N = 1,570、E.経済的援助 N = 1,588。
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表4　性別とサポート源のクロス表
A. D. 

N N

12.2% 48.0% 39.9% 715 31.2% 5.4% 63.4% 708

9.2% 53.2% 37.7% 871 39.2% 5.4% 55.5% 858

10.5% 50.8% 38.7% 1,586 35.6% 5.4% 59.1% 1,566

 = 5.889,  = 2, p  = 0.053  = 11.027,  = 2, p  < 0.01

B. E. 

N N

10.9% 71.4% 17.7% 716 26.4% 59.4% 14.2% 712

7.2% 69.9% 23.0% 880 18.9% 71.2% 9.9% 872

8.8% 70.6% 20.6% 1,596 22.3% 65.9% 11.8% 1,584

 = 11.569,  = 2, p  < 0.01  = 24.340,  = 2, p  < 0.001

C. 

N

10.5% 40.9% 48.7% 717

4.7% 32.1% 63.2% 881

7.3% 36.0% 56.7% 1,598

 = 41.498,  = 2, p  < 0.001

このような性別による違いが生ずる要因として、男女の性分業が考えられるだろう。日本では、
男性が主たる家計支持者として正規雇用に従事する一方、女性は主婦や家計補助的な非正規雇
用を選ぶことが多かった。このような性分業を伴うジェンダー秩序は、多くの女性を収入や職
業的地位に関して脆弱な位置におく一方で、多くの男性から地域参加や仕事以外のネットワー
ク形成の機会を奪う効果をもってきたと考えられる。そのため、仕事上のネットワークや有職
の知人からの支援が期待できるD.仕事の紹介以外では、男性の方がサポート源を持ちにくくな
ると考えられる。しかしその一方、女性がD.仕事の紹介について不利な位置に置かれているこ
とは、主婦や非正規雇用の女性が離死別などにより配偶者を失ったときの脆弱性を高めること
にもなっていると考えられる。

３．年齢とサポートの有無
次に、サポートの有無と年齢との関連を検討する。表5はAからEの各領域に関して、年齢と
サポートの有無との関連を示したものである。
まず分かることは、AからEについて全体としてみると、高年齢であるとサポート源「なし」

の割合が高くなり（Cを除く）、「非親族含む」の割合は低くなることである（Cも含む）。Aから
Cに関しては、高齢層になるほど「親族のみ」と答える割合も高くなることが分かる。高齢層で
あるほど、頼れるサポート源をもたなかったり、親族に限られていて非親族への広がりを持ち
にくいことが浮かび上がる。
ただし、E.経済的援助については例外的に、最若年層で「親族のみ」の割合が高くなる。親

族以外で経済的に余裕のある知人をえる機会が、若年層ではまだ少ないといった理由が考えら
れる。なお2013年調査との比較では、全体として（とくにAやCについて）関連がやや弱くなっ
ており、Dについては統計的に有意でなくなっているが、関連の仕方は類似したパターンとなっ
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ていた（内藤 , 2014: 48）。

表5　年齢とサポートの有無のクロス表

A. D. 

N N

25-39 4.8% 45.5% 49.7% 310 25-39 30.8% 6.4% 62.8% 312

40-49 11.2% 49.1% 39.7% 393 40-49 34.8% 4.6% 60.7% 394

50-59 10.6% 53.9% 35.6% 388 50-59 35.8% 4.9% 59.3% 388

60-64 13.3% 49.7% 36.9% 195 60-64 36.0% 5.3% 58.7% 189

65-70 13.4% 56.0% 30.6% 291 65-70 40.5% 6.2% 53.3% 274

10.5% 50.9% 38.6% 1,577 35.4% 5.4% 59.2% 1,557

 =33.646,  = 8, p  < 0.001  =8.063,  = 8, p  = 0.427

B. E. 

N N

25-39 7.3% 62.0% 30.7% 313 25-39 13.7% 70.3% 16.0% 313

40-49 9.4% 71.1% 19.5% 395 40-49 23.8% 64.6% 11.6% 395

50-59 9.0% 72.2% 18.8% 388 50-59 22.4% 66.8% 10.8% 388

60-64 8.7% 72.4% 18.9% 196 60-64 27.5% 61.7% 10.9% 193

65-70 9.2% 76.2% 14.6% 294 65-70 25.5% 65.4% 9.1% 286

8.8% 70.7% 20.6% 1,586 22.2% 66.0% 11.7% 1,575

 =27.471,  = 8, p  < 0.01  =22.858,  = 8, p  < 0.01

C. 

N

25-39 6.4% 21.1% 72.5% 313

40-49 8.3% 31.7% 59.9% 397

50-59 7.9% 38.5% 53.6% 390

60-64 6.7% 44.1% 49.2% 195

65-70 6.5% 49.3% 44.2% 294

7.3% 36.1% 56.6% 1,589

 =66.752,  = 8, p  < 0.001

４．収入とサポートの有無
サポートの有無と収入との関連を検討する。表6は、等価世帯収入（4分位でカテゴリー化）
とサポートの有無との関連を示したものである。
表6によれば、AからEのどの領域に関しても基本的に、世帯収入が高いほど「なし」の割合
が小さく、「非親族含む」の割合が大きくなっている。とくに援助に経済的コストや職業的地位
が関わると考えられるDとEについては、最も低い収入水準である「0-245万円」の層で「なし」
の割合がかなり大きい 20。

20 2013年調査データを分析した内藤（2014: 49-51）では、本人収入とサポート源との関連が男性にはあ
るが女性にはないという交互作用効果が現れた。2017年調査データの分析では、この交互作用効果が
現れなかったため、男女差の小さい世帯収入の分析結果を示した。ただし、サポート有無の変数とし
て「サポート源の幅」ではなく「サポート源の数」を用いると、2017年調査でも本人収入と性別の交
互作用がみられた。「サポート源の幅」と「サポート源の数」とのこの違いは今後さらに検討したい。
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表6　等価世帯収入（4分位）とサポートの有無のクロス表

A. D. 

N N

0-245 13.5% 48.4% 38.0% 347 0-245 43.5% 5.9% 50.6% 340

245-358 7.6% 57.1% 35.3% 343 245-358 33.6% 6.8% 59.6% 339

358-566 9.7% 51.2% 39.1% 391 358-566 35.7% 3.1% 61.2% 389

566-2192 7.4% 48.8% 43.8% 297 566-2192 26.5% 5.0% 68.5% 298

9.7% 51.5% 38.9% 1,378 35.1% 5.1% 59.7% 1,366

 =14.753,  = 6, p  < 0.05  =27.447,  = 6, p  < 0.001

B. E. 

N N

0-245 14.3% 69.7% 16.0% 350 0-245 29.2% 61.0% 9.8% 346

245-358 4.1% 76.2% 19.8% 344 245-358 19.1% 72.1% 8.8% 341

358-566 6.1% 72.6% 21.2% 391 358-566 19.7% 68.0% 12.3% 391

566-2192 6.0% 69.1% 24.8% 298 566-2192 15.7% 69.9% 14.4% 299

7.7% 72.0% 20.3% 1,383 21.1% 67.7% 11.3% 1,377

 =35.890,  = 6, p  < 0.001  =24.840,  = 6, p  < 0.001

C. 

N

0-245 10.8% 39.0% 50.1% 351

245-358 5.2% 39.9% 54.8% 343

358-566 6.7% 35.1% 58.2% 390

566-2192 4.3% 31.1% 64.5% 299

6.9% 36.4% 56.7% 1,383

 =22.709,  = 6, p  < 0.01

ただしこれについては、仕事をもつと「非親族」までの知人の広がりと高い収入の両方を得
るという、職業を共通の原因とする擬似的な関連の可能性もある。そこで仕事の有無をコント
ロールしたところ、有職者に限っても、やはり低い収入層ほど「なし」が増えて「非親族含む」
が減るという関連がみられた（表は割愛）21。したがって、非親族へいたるサポート源の獲得は、
収入ではなく職業の有無の効果であるということはできない。
以上より、収入を多くもつ世帯のメンバーは、いざというとき頼りになるサポート源をももち、
その幅も広くなりやすいことがわかった。従来、人びと相互のサポートに対しては、経済的に
低階層の人びとの生活困窮リスクに対処するための働きが期待されてきた。しかし、実際には
その期待とは異なり、経済的資源において不利な人びとはサポートネットワークについても不
利な立場におかれている傾向があることになる。

VII　回帰分析による検討

ここまで、おもにクロス表を用いて、性別、年齢、収入という基本的属性と、生活上の不安

21 無職のサンプルでは、低収入層でも「非親族含む」の割合は必ずしも小さくならないものの、「なし」
の割合は大きくなっていた。ただし、C.重要事の相談とD.求職時の仕事紹介では、収入との統計的に
有意な関連がみられなかった。
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およびサポート源との関連について検討してきた。最後にOLSによる回帰分析をおこなって、
それらの変数をコントロールした関連の有無を確認したい。
従属変数は、生活上の不安については「不安のある領域数」とする。サポート源についてはA

からEの5領域の「サポート源の数」と、それらを合計した変数「合計サポート源の数」を用い
る 22。独立変数には、性別、年齢（5カテゴリー）、等価世帯収入（四分位）を用いる。また、有
職ダミー、教育（3カテゴリー）を統制変数として投入する（変数の記述統計は表7を参照）。

表7　回帰分析に使用した変数の記述統計

表8は、推定された回帰係数を示している（F検定の結果すべてのモデルが0.1％水準で統計的
に有意）。まずサポート源の数からみると、およそクロス表の分析にそった結果となった。性別
については、B.病気やケガ、C.相談、E.経済的援助、および5領域合計について女性の方が男性
よりもサポート源の数が多くなる。年齢は全領域について、「25-39歳」の若年層に比べ、より
高年齢の層でサポート源の数が少なくなる効果がみられた。最も低くなるのが「60-64歳」か「65

歳以上」か（B.病気やケガのみ50-59歳）、「50-59歳」から「60-64歳」にかけて上昇するかといっ
た点で必ずしも一貫していないが、基本的に、60代以上の高年齢層になるとサポート源の数が
減る傾向がみられた。世帯収入に関しては、全ての領域で、基本的に高収入層であるほどサポー
ト源の数が多くなる効果が確認された。

22 AからEの「サポート源の数」変数を単純に合計した変数を用いる（Chronbach’s α=0.810）。サポートネッ
トワークの有無に着目した研究において、石田光規（2011）はネットワーク他者が0人の場合を「孤立」
と定義し、金澤（2014）は1人である場合を孤立予備軍として、サポート提供者がそれより多い場合と
質的に区別しているが、本稿では0人と1人以上、1人と2人以上の違いといった質的な区別はしていない。
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表8　推定された回帰係数（OLS）

A. B. C. D. E.

0.034 0.209** 0.536**  0.004 0.108* 0.882** 0.203*
ref. (0.068) (0.051) (0.073) (0.072) (0.052) (0.236) (0.098)

ref. 25 39
40  49  0.301**  0.154*  0.158  0.225*  0.205**  1.043** 0.077

(0.093) (0.069) (0.099) (0.098) (0.071) (0.322) (0.133)
50  59  0.424**  0.245**  0.278**  0.298**  0.236**  1.481** 0.035

(0.095) (0.070) (0.101) (0.100) (0.073) (0.329) (0.137)
60  64  0.536**  0.129  0.214+  0.189  0.332**  1.401** 0.171

(0.115) (0.085) (0.123) (0.121) (0.088) (0.400) (0.165)
65  0.516**  0.178*  0.385**  0.347**  0.265**  1.691**  0.544**

(0.111) (0.082) (0.118) (0.117) (0.085) (0.384) (0.159)
ref. 0 245

245-358 0.018 0.206** 0.201* 0.096 0.065 0.586+  0.279*
(0.088) (0.066) (0.094) (0.093) (0.068) (0.307) (0.126)

358  566 0.012 0.191** 0.301** 0.071 0.106 0.682*  0.575**
(0.087) (0.064) (0.093) (0.092) (0.067) (0.301) (0.124)

566 0.273** 0.321** 0.444** 0.307** 0.251** 1.597**  1.026**
(0.095) (0.071) (0.102) (0.100) (0.073) (0.330) (0.137)
0.216** 0.060 0.091 0.280** 0.055 0.702* 0.032

ref. (0.080) (0.060) (0.086) (0.085) (0.062) (0.279) (0.115)
ref. 

0.281** 0.119 0.332** 0.128 0.148+ 1.008**  0.213
(0.101) (0.075) (0.108) (0.106) (0.077) (0.349) (0.144)

4 0.061 0.039 0.183* 0.086 0.108* 0.477+  0.305**
(0.070) (0.052) (0.075) (0.074) (0.054) (0.244) (0.101)

 0.058**
(0.011)

1.606** 1.208** 1.436** 0.994** 1.062** 6.306** 4.203**
(0.130) (0.097) (0.139) (0.137) (0.100) (0.452) (0.200)

N 1,307 1,307 1,307 1,307 1,307 1,307 1,307
R2 0.049 0.038 0.084 0.031 0.031 0.069 0.094

 ** p < 0.01, * p < 0.05, + p < 0.1

統制変数については、「有職」は「無職」に比べ、A.災害、D.仕事紹介および5領域合計でサポー
ト源の数が多くなる。学歴は、A.災害、C.相談、E.経済的援助、および5領域合計について、「中
等教育」に比べ高等教育を受けているとサポート源の数が多くなる。これらは、仕事をもった
り進学することによってネットワークが拡大するからだと解釈できるだろう。
最後に、「不安のある領域数」の規定要因について結果を確認しよう（表8）。ここでは、先ほ
ど被説明変数としていた「合計サポート源の数」も、説明変数として投入している。まず基本
属性については、基本的にクロス表による分析にそった結果となった。すなわち、女性は男性
より不安のある領域数が多い。世帯収入が多いほど不安のある領域数が減少する。年齢の効果
は不明確なものだが、最高年齢層で不安の数が減るという関連がみられた。
「合計サポート源の数」にはマイナスの有意な効果がみられた。つまり、さまざまな生活上の
困難に陥ったときに援助を期待できるネットワークを保有することは、そうした困難への不安
を減少させる効果があることが分かった。そこで、不安とサポート源のクロス表で5領域を個別
に確認したところ、5つの領域すべてで、サポート源の幅や数が拡大すると不安が弱まる効果が
みられた（表は割愛）。
次節では、以上の知見をまとめた上で、さらに残された課題と展望を示そう。
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VIII　結論：本稿の知見とさらなる分析への課題

本稿では、2017年の八王子市における暮らしの安全と安心について、安心の裏返しとしての「不
安」と、安全の重要な要素としての社会的サポートネットワークに着目し、その状況を明らかに
する基礎的な分析をおこなった。すなわち、「どういう人びとが不安を感じているか」「どういう
人びとがサポート源を持たないか（孤立しやすいか）」を検討してきた。
また2013年調査、2017年調査はともに、はじめて使用する試行的な調査項目も含むものであ
るため、データが信頼できるものか検討することが望まれる。そこで、適宜2013年調査の結果
を参照し、不自然に異なる点がないか確認する作業もおこなってきた。その結果、不安やサポー
ト源の分布や規定因については基本的に2013年と近い結果が得られ、不自然な点はとくにない
ことが確認できた。以下、本稿の知見をまとめよう。

１．暮らしの安心（不安）について
（1）「（どちらかというと）不安である」と答える人が多かったのは、A.災害、B.病気やケガ、D.失

業、E.貧困、C.社会的孤立、の順であった。この分布は2013年調査と近いものであった。
（2）女性の方が男性よりも、多くの領域で「不安である」と答える人の割合が大きかった。社会

経済的資源や職業上の地位について、女性の方が不利な立場におかれやすいなどの理由が考
えられる。これは、2013年調査でも同様の傾向であったが、2017年調査では男女の差はや
や小さくなっていた。

（3）年齢に関しては、不安との関連にあまり一貫した傾向がみられなかった。これも2013年調
査と似た結果となった。

（4）世帯収入（世帯人数を考慮した等価世帯収入）は、高収入層ほど不安のある領域数が少なく
なり、低収入層ほど不安のある領域数が多くなる明確な傾向があった。こうした収入と不安
との関連も2013年調査と同様だった。

２．暮らしの安全（サポートネットワーク）について
（1）サポート源が「なし」と答える人が多かったのは、D.求職時の仕事紹介、E.経済的援助、A.災

害時の避難場所の提供、B.病気やケガ時の家事介助、C.重要事の相談の順であった。DとE

を除き、90%前後の人びとは何らかのサポート源を有することが分かった。この分布も2013

年調査と近いものであった。
（2）サポートの内訳をみると2013年調査と同じく、D.仕事紹介とC.重要事の相談を除いて、サポー

ト源が「親族のみ」である割合がかなり高くなっていた。これらの領域では、親族のネット
ワークを失ったときに、周囲からの支援を失うという脆弱性が高くなっている。さらに「親
族のみ」の割合は、2013年調査に比べて大きく増加していた（D.仕事紹介を除く）。これは
調査項目の変更による可能性もあるが、サポート源をめぐる脆弱性という点からみると注意
すべき変化である。

（3）性別については、D.仕事紹介を除いて、男性の方が女性よりもサポート源「なし」の割合が
高かった（ただしAは統計的に有意ではなかった）。この男女差も、2013年調査と基本的に
同じであった。

（4）年齢については多くの領域について、高年齢層であるほどサポート源「なし」とする割合が
高く、「親族のみ」が多くなり「非親族を含む」が少なくなる傾向がみられた。こうした傾
向も、基本的に2013年調査と似たものだった。
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（5）等価世帯収入とサポートネットワークについては、低収入層ほど「なし」の割合が大きくな
り、高収入層ほど「非親族含む」の割合が大きくなる明確な傾向がみられた（本人収入と性
別の交互作用に関する2013年との違いは注20参照）。

３． 多変量解析の結果
性別、年齢、収入という基本属性は相互に関連しているため、それぞれの変数の効果をコント
ロールするため回帰分析（OLS）をおこなった。その結果、サポートネットワーク（サポート源
の数）と基本属性との関連については、基本的にクロス表でみられた関連（女性で正、高年齢で
負、高収入で正の関連）が確認された。
不安については、サポート源の数も説明変数として加えて分析をおこなった。その結果、やは
りクロス表でみられた関連（女性で正、高収入で負の関連）が確認された。また、サポート源の
数が多いことは、不安を低下させる効果を示した。

４．暮らしの安全をめぐる今後の探究課題
本稿では、2017年の八王子市におけるサポートネットワークと不安について基本的な状況を
明らかにした。しかしここで扱った内容は、2017年調査データの一部に過ぎない。以下では、こ
のデータを活かして今後さらに探究すべき課題を示し、本稿を閉じることにしたい。
第一に、サポートネットワークの形成と分配、そして「利用可能性」に関する詳細な分析が求
められる。本稿では世帯収入などで高い社会経済的地位にある層の方が、社会的サポートネット
ワークについても有利な立場にあることが見出された。こうした傾向は先行研究でも報告されて
おり（菅野 , 2001; Fischer, 1982）、社会経済的資源の乏しい貧困層においてむしろセーフティネッ
トとしての社会的サポートに頼れない可能性が示されている。だがサポートネットワークについ
てはさらに、それを保有するか否かという側面に加え、保有しているネットワークを「資源とし
て利用可能か否か」という側面が問題になる。そこで2017年調査では、ネットワーク内部の人
びとがサポートをめぐって織りなす相互行為の詳細な分析をおこなうため、「経済的援助」と「重
要事の相談」に関するネームジェネレータを設定した。そこでは、具体的な相手との関係におい
て「相手への依頼のしやすさ」や「相手への提供のしやすさ」「相手からの期待」などを尋ねて
いる。それらの項目を用いて、「信頼」や「利他性」などの態度や規範、相手との関係の相互性、
密度などのネットワーク特性、援助のコストなどが、「サポートネットワークの利用可能性」を
いかに条件づけるか明らかにすることが、今後の分析の課題となる 23。
それと関連して第二に、サポートのやりとりをめぐる相互行為は、援助にコストが伴う場合い
わゆる「社会的ジレンマ」の性質をもつことが指摘されている（Ishiguro and Okamoto, 2014）。
社会的ジレンマやそれに準ずる状況において、人びとの「協力行動」を促す条件については、「利
他性」や「信頼」や「互酬性」といった規範や態度の働き、ネットワーク構造に由来するサンク
ションの働きなどを経験的に比較検討することも課題の一つとなっている（Simpson and Willer, 

2015）。2017年調査ではそれらの規範や態度に関する項目を充実させており、社会生活の困難に
対処するサポートネットワークという実践的文脈において、ネットワークを有効な資源にする「社
会的協力」の条件を明らかにすることが課題となる。
最後に、サポートネットワークの有効性をめぐる課題は、資源分配の制度的枠組みをめぐる政
策的な問いにも繋がる。2017年調査では、資源や支援の分配をめぐる人びとの政策選好や、生

23  例えば、石田賢示（2018）はサポートの受け入れと信頼との関連を検討している。
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活困窮の責任帰属、政治的効力感や投票参加、困難に備える投資行動についても調査項目を設定
している。誰もが安全に暮らせる公正な社会を目指すにあたっては、暮らしの安全や安心をめぐっ
て、人びとが現在どのように対処しているのか分析し、有効な制度や人びと自身の取り組みの可
能性について、検討していくことが重要な意味をもつだろう。
本稿では、2017年の八王子市を対象とした「第2回暮らしの安全と安心に関する市民意識調査」
データから、さまざまな暮らしの不安と、さまざまなサポートネットワークについて、性別や年
齢、収入などの基本属性との関連を中心に探索してきた。この作業により、どのような状況にあ
る人が不安を感じているのか、そして援助を得やすい／得にくいのかという、暮らしの安心と安
全をめぐる基本的状況について知見を得ることができた。2013年調査データによる分析結果と
の比較を通じては、両調査データともに信頼できるものであることがひとまず確認された。今後
はこのようにして得られた貴重なデータから、さらなる分析を重ねていかねばならない。
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